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空間を組織化し、社会的現実に意味を与える」と定義される（Thornton and Ocasio 1999:804）。
制度ロジックは、組織行動の社会的、制度的文脈に注目するところに要点があるが、「制度的文
脈は行動を規制するが、主体的行動や変化の機会を生み出すものでもある」とされる（Thornton 
and Ocasio 2008:102）。
４ Bonal (2019:157-158)は貧困の削減に向けた教育政策の現状について、そのネットワークが国
際的なものになり、世界銀行を中心としつつも「ここ数年、国際機関、援助機関、グローバル
NGO、私企業などを含む複雑な組織の組み合わせ」がみられるようになったことを指摘している。
５ 苅谷（2019：292）は、日本の教育政策が体系的な実態把握＝エビデンスを欠く「エセ演繹型
思考」によるものであり、うまくいかないときに教育現場に帰責されることを指摘している。
６ 橋本（2020：463）は「日本型教育の海外展開」について、「これら「事業」関係者の説明から
わかるのは、「日本型教育の海外展開」は、官庁、自治体、大学、企業、市民団体などの「官民
協働」によって、教育に関する種々の制度や実践のなかから、成功した、または成功しつつあ
ると見なされる要素を取捨選択してパッケージ化し、商品として海外に「輸出」することを「推
進」、「促進」するものだということである」とし、「教育の非対称性に国家間の非対称性が加わ
るという意味で、「日本型教育の海外展開」にも二重の非対称性が付着している」という。その
上で、文化帝国主義批判及び新自由主義批判という観点から、それを批判的に検討している。
７ 佐藤（2010：84-85）は、「技術を使う時、私たちはその技術の使い方を選択している。つまり、
それは技術の問題ではなく、社会の側の問題、私たち自身の問題なのである。「技術がこうなる
から社会がこう変わる」という言い方は、意識的にせよ無意識的にせよ、それを隠蔽してしま
う。」という。
